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1.1

7.1

第１次国土強靱化実施
中期計画

（当初）（当初）

（補正）

7.9

社会資本整備事業特別会計
の廃止に伴う経理上の変更に
よる増額の影響 6,167億円

減額補正

（執行停止分）

地方道路整備臨時交付金相当額
が一般会計計上に変更されたこと

による増額の影響 6,825億円

（当
初
）

（補
正
）

（兆円）

（年度）

防災・減災、国土強靱化
のための３か年緊急対策

防災・減災、国土強靱化の
ための５か年加速化対策

公共事業関係費（国土交通省関係）の推移

（注１） 本表は、予算ベースである。また、計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがある。
（注２） 平成23・24年度予算については、同年度に地域自主戦略交付金に移行した額を含まない。
（注３） 防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策の１～５年目分は、それぞれ令和２～６年度の補正予算により措置されている。なお、令和５年度補正予算については、 ５か年加速化対策分

のほか、国土強靱化緊急対応枠（2,476億円）、令和６年度補正予算については、 ５か年加速化対策分のほか、国土強靱化緊急対応枠（2,467億円）及び緊急防災枠（2,183億円）を含む。
（注４） 令和３年度当初予算額（5兆2,458億円）は、デジタル庁一括計上分129億円を公共事業関係費から行政経費へ組替えた後の額であり、デジタル庁一括計上分を含めた場合、5兆2,587億円である。
（注５） 令和５年度当初予算額（5兆2,878億円）は、水道事業の移管分375億円（うち生活基盤施設耐震化等交付金202億円は行政経費から公共事業関係費へ組替え）を厚生労働省から国土交通省へ

組替えた後の額であり、水道事業の移管分を除いた場合、5兆2,502億円である。
（注６） 令和６年度補正予算については、GX経済移行債で実施する事業（500億円）を含む。
（注７） 令和７年度補正予算については、GX経済移行債で実施する事業（750億円）を含む。

6.8

（案）

公共事業関係費（国土交通省関係）の推移


